第１回 留萌圏域障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会 議事録
日　時　　令和３年(202１年)７月2日(金)　13:30～15:30
場　所　　留萌市子ども発達支援センター　（留萌市沖見町4丁目62－１）
出席者　　別紙議事概要のとおり
　　　　　推進員１名、委員９名、事務局３名　計13名
議　題　　１ 障がい者虐待防止と権利擁護について
　　　　　２ 留萌市子ども発達支援センターの施設見学及び業務内容について
　　　　　３ 目に見えない虐待とその後の進路について
　　　　　
課長挨拶（金田課長）
　 ・ 「地域づくり委員会」は平成22年に施行された北海道障がい者条例に基づき設置され、今年で１１年目を迎える。
　 ・ 配慮や支援の必要な子どもが、どのような環境で活動しているかなど、実際に施設を見る機会もなかなか無いので、留萌市子ども発達支援センターで開催することとした。
· この委員会は、障がいを理由とする差別や不利益、暮らしづらさ等の申し立てがあった場合に招集され、問題解決に向けてあっせん案を協議し解決に向けて導いていくという役目を担っている。
· それぞれのお立場や豊富な経験を踏まえて、積極的にご提言をいただくとともに、留萌管内の福祉の充実、向上に取り組んでまいりたいのでご協力をお願いしたい。
議　事　
（1） 議題１「障がい者虐待防止と権利擁護について」
事務局（吉澤主査）から資料１に基づき説明
＜障がい者虐待防止法について＞
・法の目的は、障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的としている。
・定義について、「障がい者」とは身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいい
　「障がい者虐待」とは
①養護者による障害者虐待
  ②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待
  ③使用者による障害者虐待 
　を指し、虐待の類型は
①身体的虐待
②放棄・放任
③心理的虐待
④性的虐待
⑤経済的虐待
がある。
・虐待の場所、あるいは年齢によって、児童虐待防止法、高齢者虐待防止法等異なる法律が適用となる。
＜北海道障がい者条例の取組について＞
・条例に基づく施策の実施に当たっての基本的考え方としては、「障がいのある人が当たり前に暮らせる地域は、誰にとっても暮らしやすい地域である」ということを基本的な考え方とし、
Ⅰ障がい者ご本人が参加することを基本とし、幅広い関係者との対話を重視すること。
Ⅱ地域で課題を解決する力を高め、地域間の格差をなくすること。
Ⅲ福祉の枠を超えて幅広い関係者や関連する施策と連携・協働する取組みであること。
Ⅳ施策の実施状況等を道民に公表し、道民の理解の促進を図ること。
の４つの点に配慮するものとなっている。また、
①障がい者が暮らしやすい地域づくり
②障がい者の就労支援
③障がい者の権利擁護
という３つの柱をもっている。
・
①の暮らしやすい地域づくりを推進するために、市町村が実施することが望ましい事項等の基本的な指針を「地域づくりガイドライン」として策定するとともに、専門的な立場からの助言等を行う「地域づくりコーディネーター」を設置している。　　
＜国内及び道内の虐待通報件数、通報を受けた際の対応について＞
・国内の障がい者虐待通報数は平成25年から増加傾向にあり、一方、虐待と判断された数は横ばい、または減少傾向となってる。
・道内における平成30年度の障がい者虐待の状況のうち、
①擁護者による障がい者虐待について、通報等が296件、虐待が84件
②施設従事者等による障がい者虐待について、通報等が111件、虐待が20件
③使用者による障がい者虐待について、通報が23件、虐待が19件
確認された。
・虐待を受けたと「思われる」状況であれば、もれなく通報する義務が、我々を含む全国民にあり、今一度、この地域づくり委員会をとおして心に留めていただきたい。
（2） 議題２「留萌市子ども発達支援センターの施設見学及び業務内容について」
松下委員及び留萌市子ども発達支援センター職員から施設内の案内・説明
　　・言語指導室は防音壁となっており、また、マジックガラスや集音装置により室外から様子を確認することができる。指導室等では掲示物等を貼らないなど整然とすることで、視覚からの情報が多くならないよう工夫しているなど、施設の見学にあわせて特色や工夫の説明があった。
（3） 議題３　目に見えない虐待とその後の進路について
　　松下委員から資料２に基づき説明
　　・児童虐待は、身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待の４つと言われている。
・身体的虐待はわかりやすいものが多いように思うが、ネグレクトや心理的虐待は見た目にわかりやすくないため配慮が必要である。
・令和元年度までの児童虐待相談対応件数が公表されているが、件数は増加の一途にあり、内容で見ると、心理的虐待、身体的虐待、ネグレクト、性的虐待の順で多くなっている。また、虐待者は実母、実父、実父以外の父で９０％を超えている。虐待を受けた年齢は、小学生、３～６歳で多く、小さい頃から受けてしまっていることが多い。
・虐待と思わずに虐待してしまっているケースもあるかと思うが、それを見つけるのは難しく、「普段との様子の違い」や「何か話そうとしている」といったところから察知する必要がある。また、ストレートに質問しても答えが返ってこないこともあるので、答えを引き出すための工夫が必要である。
・一旦触法行為などをしてしまったり、社会からマイナスの印象を持たれてしまったりすると、子ども達は生まれ持ってその後育んできた価値観をいい意味で崩さない限り、同じ道を歩んでしまう。
・共生社会の中にあって「共生教育」は現時点では今ひとつの様相があるが、地域で暮らす・生まれた町で暮らすことを具現化していくことが急務である。特に神奈川県茅ヶ崎高校で見られるようなインクルーシブ教育が広がることを願っている。
質疑応答
　　（石川委員）
・子どもへの虐待や子どもによる問題行動などがあった場合、一時的に入所できる施設はあるのか。
（小野コーディネーター）
→自立援助ホームが該当すると思う。これまでの経験上、小さい世界しか知らない子ども達にとって、親から離れることには抵抗がある。そのため、そこに介入すると関係が崩れる懸念もあり、入所についての助言をしにくいとったこともあった。
（金田課長）
→遠軽の家庭学校や道の施設である大沼学園や向陽学院に一時的に入所することもあるかと思う。また、児相の一時保護も該当するかと思う。過去に児相で勤務した経験があるが、小野コーディネーターが先述したとおり、子どもは小さければ小さいほど親から離れたがらない傾向があった。また、施設によっては入所後に20歳になった場合でも、状況により延長できる。
　　（石川委員）
・虐待が目に見えて発生してから動くというのが一般的だと思うが、目に見えない虐待の段階で、自立援助ホームにつなげることはできるのか。
（小野コーディネーター）
→方言やなまりと一緒で、その家庭でしかわからない生活様式や流れを親から学んでいるので、外部から目に見えない虐待と指摘されても、本人にとってはそれが普通であるため、まず虐待として認識できないという問題があるように思う。
（金田課長）
→なかなか難しいと思うが、子どもからのSOSなどサインがあったら児相に相談するというのが、ネットワークの一般的な流れになってくると思う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
